
非自発的失業の不均衡分析

佐久間 敬

1． 序

 ケインズが『雇用，利子および貨幣の一般理論」において論じた非自発的失

業についての解釈が，ランゲ〔6〕やモディリア岬町〔7〕らによって均衡分析の

観点から行われた。

 これに対しパティンキン〔10〕は非自発的失業を不均衡状態でおこる現象と考

えたのである。その後，クラウワー〔3〕によってパティンキンの企業行動の分

析方法が家計に適用され，さらにパティンキンとクラウワーによる不均衡分析

の統合が，パロー＝グロスマン〔1〕によってなされたのである。

 この小論では，バローーグロスマンの基本モデルを用いて，非自発的失業を

不均衡分析の観点から考察することにする。

］1． 仮 定

 バローーグロスマンの基本モデルでは，次のような仮定がなされている。1）

 （1）企業と家計という経済主体と労働用役，消費財，および不換紙幣という三

種類の経済財が存在する。2）

 （2）企業は労働を需要し，消費財を供給する。家計は労働を提供し，消費財と

貨幣残高を需要する。行動仮説として，企業は利潤の極大化を図り，家計は効

用の極大化を図るとする。利潤は家計にすべて配当される。企業および家計は

ともに微小な主体である。3）

1）Barro and Grossman〔1〕P．84を参照。

2）消費財が唯一の産出物であるので，投資は存在しない。

3）企業および家計の行動を分析する場合には，代表的主体をとりあげる。それゆえ分

  配効果は捨象される（Barro and Grossman〔2）P．9，邦訳書9ページを参照）。
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 （3）名目貨幣量は外生的に与えられ，そして一定である。

 以下で使用される記号の意味は次のとおりである。

    J， ： 産出量

    n ： 労働用役

    m ： 名目貨幣残高の増加分

    π ： 実質利潤

    ” ： 初期の名目貨幣残高

    P  ： 商品の貨幣価格

    if ： 貨幣貨金率

 肩文字Sとaは供給と需要を表わす。

             皿． 概念的関数

 取引が均衡価格以外で行われず，現行の賃金および価格のもとで，個別主体

が望むすべての取引が行われると仮定されることにより導出される関数は，概

念的（〃otional）関数と呼ばれる。4）

 まず企業の分析から始めよう。5）いま利潤πは

          ew
     π一夕s-Pnd

で与えられる。生産関数が

     ys ?（nd）

であると仮定されれば，概念的労働需要関数は

        ． 一  w     neaximize n ，＝ys               一 一L：'．．一 n d
                P

     s〃bブect彦。 ys一プ（〃d）

の：解として得られる。すなわち

4）Barro and Grossman〔2〕PP．9-10，邦訳書10ページを参照。

5）Barro and Grossman〔1〕P．85を参照。
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            研      nd ＝nd （一：一［'r一一）

            P

である。そこで概念的商品供給関数は

              IV
              iL'r））      ys＝プ〔〃α（

で表わされる。

 つぎに家計め行動を考察する。6）いま効用関数を

     U＝U（nS， yd， ned）

と仮定し，予算制約式が

              n7 ． M
     粥＋md＝π＋              7i-ns 十＝p

であれば，概念的商品需要関数と概念的労働供給関数は

     maximize U＝＝U（nS， pt d， m a）

                    w  ． ne
     ・吻・・雨雫・Pt・d＋ned一π＋Pns＋P

の簾し丁得られる・すなわち  、

            ur M
      yd ＝yd （一：p一：一'一， 一ZPt一， rr）

            pil nt
            、ρ・ア・π）      nS ＝＝ nS（

である。ここで単純化のために，概念的労働供給関数は

      nS-nS（vaア）

とする。

n・pySとも5の減少黙であり，・・Pt・dは4の増加関数であり，

6）Barro and Grossman〔1〕P．87を参照。

7）Barro and Grossman〔2〕P．11，邦訳書12ページを参照。
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・・ 囃嘯ｷる繊では努の増欄数と仮定する。・・

 そこで概念的労働需要・供給曲線と概念的商品需要。供給曲線は第1図，第

2図のように描ける。賃金一価格ベクトル（”＊，P＊） のもとで商品市場と

労働市場は均衡している。
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 第1図 概念的労働需要・供給曲線
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 第2図 概念的商品需要・供給曲線

紗

8）Barro and Grossman〔2〕P・15，邦訳書15ページを参照。厳密な証明は岡田

  （9〕109-111ページを参照。
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             W． 有効的関数

 取引が均衡価格以外で行われると仮定すれば，個別主体は購入または販売に

対する制約を考慮したうえで，需要と供給を決定する。この場合の関数を有効

的（effectiTe）関数と呼ぶ。9）

 現行の賃金一価格ベクトル（”，P）のもとで，商品市場と労働市場の両方

が超過供給である場合の有効的関数をもとめてみよう。10）

 商品市場に超過供給が存在する状態で商品の取引が行われた場合には，企業

は概念的な供給量ySをすべては販売できず，現実の販売量O，は

      夕く夕s

となる。そこで3iを生産するのに必要な最小労働量〃d（これを有効的労働需

要と呼ぶ）は

        ． pil-     maximize n＝ y 一一7'r n d

     subdect to y ＝．． f（nd ）

を解くことにより求められる。すなわち有効的労働需要関数は

     nd＝nd（の
   “                     va
である。第3図においては有効的労働需要は（p                      ）o以下のすべての実質賃金

率に依存しないので，nd曲線は垂直に描かれる。11）

 労働市場に超過供給が存在する状態で労働の取引が行われた場合には，家計

は概念的労働量nSをすべては販売できず，現実の供給量nは

      n〈nS
            va 一 一 ＝“ L一 L．一 “J 一H ． va
            pnSを得られず，所得はp                           nとなり，総所得はとなる。そこで概念的所得

      躍
        n十n      'i1'

9）Barro and Grossrnan〔2）p．10，邦訳書10ページを参照。

10）Barro and Grossman〔1〕P・85， PP．87-88を参照。 ，

11）Barro and Grossman〔1〕P．86を参照。
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            第3図労働布場の不均衡

となる。そこで有効囮商品需要関数は

      neaximige U（n， y d， m d）

            e一一． 一． PV iva      sesb7'ect to            yd＋md一π＋Pn＋一ア

の解として得られる。すなわち

      ＿   ＿      〃         〃ア
      rd ＝＝ycl （pt，一i'5一一 ） yEin＋一L5' 一n

である。

 ここで野曲線を描いてみよう。いまP1がP＊より大きい値と仮定すれば，

実質残高効果のためにyd（P1）曲線は；，'（P＊）曲線の左側にある。有効的商品

鞭は努に鮪しないので，第4図1こおいては（vaア）・以上のすべての類

賃金率のもとでは'5'd曲線は垂直に描かれる。12）

12）Barro and Grossman〔1〕PP．88-89を参照。
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第4図 商品市場の不均衡

g

            V． 非自発的失業の分析

 まず非自発的失業についての均衡分析について述べてみよう。労働需要関数

      n・一na（vaア）

である。労働供給関数は

      W＝＝ a n7＊＋ B f-i（n S）P

      n≦n＊ならば α一1，βニ0

      〃＞n＊ならば α＝0，β＝1

であらわされる。ユ3）すなわち，完全雇用点n＊までは労働の供給は貨幣賃金率

に関して無限に弾力的であるが，完全雇用点に到達すれば非弾力的となる。そ

こで労働供給曲wansは第5図のようになる。14）

 この場合の非自発的失業は，労働の超過供給ではなく，需要曲線と供給曲線

13）Modigliani〔7〕P・189を参照。

14）小泉・建元（5〕96ページを参照。
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            第5図労働市場の均衛

との交点で得られる均衡状態であって，非自発的失業の規模は〃＊とnlとの差

額である。15）

 つぎに不均衡分析を用いて，非自発的失業を考察しよう。以下の分析におい

ては，賃金と価格は変化しないと仮定する。16）

 労働の有効需要と有効供給は第3図においては，

          va 一 一 va
  労働の有効需要 一ア≧（p）Cのとき nd

          〃    〃F       幽一
          1，＜（P）Cのとき 〃Cl

  労働の有効供給             〃S

である。商品の有効需要と有効供給は第4図においては，

          〃P   〃'       ＿闇
  商品の有効需要          1、≧（P）Dのとき yd

          pv w
          -75一く（ア）Dのとき Pt d

  商品の有効供給             yS

15）Lange（6〕P．6footnote，邦訳書10ページ脚注を参照。

16）Barro and Grossman〔1〕P．84を参照。
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である。

 ここでは労働市場と商品市場がともに超過供給の状態の場合（すなわち

（wA）・≦要≦啓）・）を擦しているので，現実・nとliは舗瀬と

有効供給の小さい側の値，すなわち77dとヲdの値に定まる。17）

 いま現行の賃金一価格ベクトル（n71， P1）が（u「＊， P＊）より同じ割合で

                    研
                    p）＊に等しいので，現実の〃と高いと仮定する。この場合，実質賃金率は（

剛直はB点で示される（第3図，剃図参照）．非醗的蝶の規模は召）・

のもとで存在する労働の超過供給の規模，すなわち〃＊とyとの差額である

（第3図参照）。18）

 この例から明らかなように，非自発的失業の原因が実質賃金率が高すぎるこ

とにあるのではなく，価格水準P1と貨幣賃金率va1が高すぎることにある。す

なわち，P1がP＊より高く商品需要の不足を意味し，このため産出量が減少し

非自発的失業を発生させているのである。ユ9）

 このように不均衡分析においては，均衡分析のように特殊な労働供給関数を

用いずとも，ケインズが明らかにしょうとした非自発的失業の原因が実質賃金

率が高すぎることにあるのではなく，商品市場の需要不足にあることを説明す

ることができる。20）

 なお不均衡分析において仮定された賃金あるいは価格が変化しない理由につ

いての内生的説明が，重要な課題として残されている。21）

17）Clower〔3〕P．113を参照。

18）Patinkin〔10〕p．315，邦訳書290ページを参照。

1g） Barro and Grossman〔2〕p．61，邦訳書66ページを参照。

20）Patinkin〔10〕pp．340-341，邦訳書314ページを参照。

21） このような方向での研究については根岸〔8〕を参照。
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